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 運営指導等に関する留意事項 

 

令和８年４月 地域福祉課指導監査係 

 

１ 運営指導の実施状況 

 令和７年度 

・ 居宅介護支援事業                    １９事業所 

・ 介護予防支援事業                     ３事業所 

・ 地域密着型サービス                   ２１事業所 

・ 介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）       ２７事業所 

（訪問介護相当サービス、訪問型サービスＡ、通所介護相当サービス、通所型サービスＡ） 

 

【運営指導の根拠とする基準】 

サービス種別ごとに定められている人員や運営に関する基準は、次のとおりであり、

関係法令や当該「基準」に基づいた事業の運営が行われているかどうかを確認するため、

運営指導を実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 居宅介護支援事業 …… ・ 指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準 

（平成 11 年３月 31 日 厚生省令第 38 号） 

・ 指定居宅介護支援に要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 12 年２月 10 日 厚生省告示第 20 号） 

(２) 介護予防支援事業 …… ・ 指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援 

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準 

（平成 18 年３月 14 日 厚生労働省令第 37 号） 

・ 指定介護予防支援に要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 18 年３月 14 日 厚生労働省告示第 129 号） 

 (３) 地域密着型サービス …… ・ 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準 

（平成 18 年３月 14 日 厚生労働省令第 34 号） 

・ 指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 18 年３月 14 日 厚生労働省告示第 126 号） 

・ 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並び 

に指定地域密着型予防サービスに係る介護予防のための効果的な支 

援の方法に関する基準 

（平成 18 年３月 14 日 厚生労働省令第 36 号） 

・ 指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する 

基準 

（平成 18 年３月 14 日 厚生労働省告示第 128 号） 

(４) 総合事業（訪問） …… ・ 宇部市訪問介護相当サービス（宇部市訪問型サービスＡ）の事業の 

人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱 

（令和６年４月１日施行・令和７年 10 月１日施行） 

(５) 総合事業（通所） …… ・ 宇部市通所介護相当サービス（宇部市通所型サービスＡ）の事業の 

人員、設備及び運営に関する基準を定める要綱 

（令和６年４月１日施行・令和７年 10 月１日施行） 

（うち、介護予防に該当 

するサービス種別） 
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２ 運営指導における主な指摘事項 

 

介護保険サービス事業者等に対して、「口頭指摘」（事務処理において、留意する事項の

内容を事業所に通知したもの）又は「文書指摘」（改善を要する事項に関して、是正改善の

内容を報告するように事業所に通知したもの）とした事項の内容は、次のとおりです（主

なものを掲載）。 

 

(１) 居宅介護支援事業 

No. 項  目 指 摘 内 容 指 摘 根 拠 

１ 指定居宅介護

支援の具体的

取扱方針 

① 居宅サービス計画の第２表につい

て、長短期目標の期間の設定があいま

いなため、適切な期間を設定し、内容

もより具体的に記載してください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31 日厚生省令第 38 号）第 13

条第８号 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準について

（平成 11 年７月 29 日老企第 22

号）第２ ３（８）指定居宅介護支

援の基本取扱方針及び具体的取扱

方針 ⑨ 居宅サービス計画原案

の作成（第８号） 

② サービス担当者会議の記録がない

ため、適切に記録してください。また、

同様の事例がないか他の利用者全員

についても確認の上、適切に対処して

ください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31 日厚生省令第 38 号）第 13

条第９号 

③ 個別サービス計画が保管されてい

ないため、該当事業所から取り寄せて

保管してください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31 日厚生省令第 38 号）第 13

条第 12 号 

④ モニタリングシートが作成されて

おらず、支援経過には実施日しか記録

されていないため、内容を整理のうえ

記録してください。また、同様の事例

がないか他の利用者全員についても

確認の上、適切に対処してください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31 日厚生省令第 38 号）第 13

条第 14 号ハ 

２ 掲示 ① 重要事項等のウェブサイトへの公

表について、未実施であることから早

急に対応してください。 

指定居宅介護支援等の事業の人員

及び運営に関する基準（平成 11 年

３月 31 日厚生省令第 38 号）第 22

条第３項 
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(２) 介護予防支援事業 

No. 項 目 指 摘 内 容 指 摘 根 拠 

１ 指定介護予防

支援の具体的

取扱方針 

① 関連介護予防サービス事業所のサ

ービス計画書を適切に保管してくだ

さい。 

指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成

18 年３月 14 日厚生労働省令第 37

号）第 30 条第 12 号 

２ 秘密保持等 ① 個人情報の使用の同意に関して、サ

ービス担当者会議等において、利用者

だけでなく、家族の個人情報も使用す

ることから、利用者の同意だけでなく

家族の同意も、あらかじめ文書により

得てください。 

指定介護予防支援等の事業の人員

及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成

18 年３月 14 日厚生労働省令第 37

号）第 22 条第３項 

 

(３) 地域密着型サービス 

No. 項  目 指 摘 内 容 指 摘 根 拠 

１ 業務継続計画

の策定等 

① 業務継続計画についての研修及び

訓練の記録がなかったため、作成して

提出してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成18年３月14日 厚生労働省

令第 34 号）第 37 条（第３条の 30

の２準用）第２項 

２ 衛生管理等 ① 感染症の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会の議事

録並びに感染症の予防及びまん延の

防止のための研修及び訓練について

の記録がなかったため、作成して提出

してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 34 号）第 33 条第２項第１号

及び第３号 

３ 

  

秘密保持等 ① 個人情報の使用に係る同意書につ

いて、利用者本人の署名欄しかなく、

家族の同意欄がなかったため、家族の

欄も追加するよう様式を改め、利用者

の家族の個人情報を用いる場合は家

族の同意を得てください。現在の利用

者の家族にも同意を得てください。 

なお、改訂後の同意書の様式を提出

してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 34 号）第 88 条（第３条の 33

準用）第３項 

指定地域密着型介護予防サービス

の事業の人員、設備及び運営並び

に指定地域密着型介護予防サービ

スに係る介護予防のための効果的

な支援の方法に関する基準（平成

18 年３月 14 日厚生労働省令第 36
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号）第 64 条（第 33 条準用）第３

項 

４ 地域との連携

等 

① 運営推進会議の会議録を公表して

ください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 34 号）第 34 条第２項 

５ 虐待の防止 ① 虐待の防止のための対策を検討す

る委員会の議事録及び虐待の防止の

ための研修についての記録がなかっ

たため、作成して提出してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成 18 年３月 14 日厚生労働省

令第 34 号）第 37 条（第３条の 38

の２準用）第１号及び第３号 

６ 掲示 ① 重要事項等の情報をウェブサイト

に掲載・公表されていないため、介護

サービス情報公表システムに掲載・公

表し、市に報告してください。 

指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準

（平成18年３月14日 厚生労働省

令第 34 号）第 37 条（第３条の 32

準用）第３項 

 

(４) 介護予防・日常生活支援総合事業 

（訪問介護相当サービス、訪問型サービスＡ、通所介護相当サービス、通所型サービスＡ） 

No. 項  目 指 摘 内 容 指 摘 根 拠 

１ 内容及び手続

の説明並びに

同意 

① 報酬改定等、重要事項説明書の内容

が変更された際には、必ず利用者に対

し変更内容について再度説明し、同意

(署名)をとるようにしてください。 

宇部市通所介護相当サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める要綱（令和７年 10 月１

日施行）第８条第１項 

２ 業務継続計画

の策定等 

① 業務継続計画について、必要な研修

の実施を確認できなかったため、直近

の研修の実施記録の写しを提出して

ください。 

宇部市通所介護相当サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める要綱（令和７年 10 月１

日施行）第 26 条第２項 

３ 衛生管理等 ① 感染症の予防及びまん延の防止の

ための対策を検討する委員会の開催

並びに感染症の予防及びまん延の防

止のための研修及び訓練の実施を確

認できなかったので、直近の委員会の

会議録並びに研修及び訓練の実施記

録を提出してください。 

宇部市通所介護相当サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める要綱（令和７年 10 月１

日施行）第 29 条第２項第１号及び

第３号 

４ 秘密保持等 ① サービス担当者会議等で、利用者の

家族の個人情報を用いる場合は、当該

家族の個人情報の利用に係る同意を

文書により取得してください。 

宇部市通所介護相当サービスの事

業の人員、設備及び運営に関する基

準を定める要綱（令和７年 10 月１

日施行）第 31 条第３項 
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３ 令和８年度末で経過措置が終了する事項について 

 

  令和９年４月１日以降、努力義務から義務へ移行しますので、令和８年度中に必ず制度

改正に対応してください。 

 

（１）利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する方策を検

討するための委員会の設置 

対象：（介護予防）小規模多機能型居宅介護、（介護予防）認知症対応型共同生活介護、

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組の促進

を図るため、事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の

負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこ

とができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。 

 

（２）協力医療機関との連携 

    対象：地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

     入所者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、以下の要件を満たす協力医療

機関（③の要件を満たす協力医療機関にあっては、病院に限る。）を定めておかな

ければならない。ただし、複数の医療機関を協力医療機関として定めることにより

要件を満たすこととしても差し支えない。 

    ① 入所者の病状が急変した場合等において医師又は看護職員が相談対応を行う

体制を、常時確保していること。 

    ② 診療の求めがあった場合において診療を行う体制を、常時確保していること。 

    ③ 入所者の病状が急変した場合等において、当該施設の医師又は協力医療機関そ

の他の医療機関の医師が診療を行い、入院を要すると認められた入所者の入院を

原則として受け入れる体制を確保していること。 

 

 

４ 「自己点検シート」に関する留意事項 

 

(１) 「自己点検シート」の提出 

令和８年度に実施する運営指導の対象とした事業者等（事業所）に対しては、令和８

年５月中旬（予定）に「自己点検シート」をメールで送信しますので、通知に定めた提

出期限までに提出をお願いします。 

「自己点検シート」を提出された事業者等（事業所）から、順次、日程の都合を確認

のうえ、運営指導を実施します（令和８年７月から実施予定）。 

なお、運営指導の対象としない事業者等（事業所）からは、「自己点検シート」の提出

は求めないこととしています。 
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(２) 各事業者等（事業所）による自己点検 

   毎年度、「自己点検シート」の内容は見直されています。 

令和８年度の「自己点検シート」は、後日、市公式ウェブサイトに掲載しますので、

すべての事業者等（事業所）においては、様式の「確認事項」の内容に関して、適切な

事業運営が行われているかどうかの自己点検を必ず実施してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 監査について 

 

(１) 令和７年度の実施状況 

  介護保険法第 78 条の７第１項の規定に基づき、監査を実施しました。 

   ・地域密着型サービス ２事業所 

 

 (２) 指摘内容 

   デイサービスの施設内において、無届にもかかわらず宿泊サービスを提供しているこ

とが判明したので、直ちに宿泊サービスを停止してください。 

なお、当該利用者については、無届の宿泊期間は送迎減算（片道につき 47 単位）とな

ります。利用者のサービス算定状況を確認し、必要な場合は過誤調整の上、その結果を

報告してください。 

※指摘根拠 

    指定通所介護事業所等の設備を利用し夜間及び深夜に指定通所介護等以外のサー

ビスを提供する場合の事業の人員、設備及び運営に関する指針について（平成 27

年４月 30 日 老振発第 0430 第１号／老老発第 0430 第１号／老推発第 0430 第１

号 厚生労働省老健局振興課長、老人保健課長、高齢者支援課認知症・虐待防止対

策推進室長通知）第４ 20（１）及び第１ ２（１） 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準（平成 18年３月 14

日 厚生労働省告示第 126 号）別表 指定地域密着型サービス介護給付費単位数表 

２の２ イ 注 29 

 

 

 

【市【市【市【市公式公式公式公式ウェブサイトへの掲載先】ウェブサイトへの掲載先】ウェブサイトへの掲載先】ウェブサイトへの掲載先】    ※※※※    ……………………    は、ページ中の項目（タイトル）は、ページ中の項目（タイトル）は、ページ中の項目（タイトル）は、ページ中の項目（タイトル）    

トップページトップページトップページトップページ    ➡➡➡➡    「健康・福祉」「健康・福祉」「健康・福祉」「健康・福祉」    ➡➡➡➡    「生活支援・社会福祉」ページ「生活支援・社会福祉」ページ「生活支援・社会福祉」ページ「生活支援・社会福祉」ページ    ➡➡➡➡    

「社会福祉事業等の指導監査」ページ「社会福祉事業等の指導監査」ページ「社会福祉事業等の指導監査」ページ「社会福祉事業等の指導監査」ページ    ➡➡➡➡        指導指導指導指導監査の対象事業監査の対象事業監査の対象事業監査の対象事業        ➡➡➡➡    

        介護保険関連事業介護保険関連事業介護保険関連事業介護保険関連事業        


